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平成14.5.29 法律第53号
法 令 名 土壌汚染対策法

改正平成29.5.19法律第33号

制 度 の 趣 旨 土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の
防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護
する。

１ 土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査（法第4条）
規 制 等 内 容 （１）土地の掘削その他の土地の形質の変更（以下「土地の形質の変更」という。）であって、

その対象となる土地の面積が環境省令で定める規模以上のものをしようとする者は、当該
土地の形質の変更に着手する日の三十日前までに、環境省令で定めるところにより、当該土
地の形質の変更の場所及び着手予定日その他環境省令で定める事項を都道府県知事に届け出
なければならない。

（２）都道府県知事は、前項の規定による土地の形質の変更の届出を受けた場合において、
当該土地が特定有害物質によって汚染されているおそれがあるものとして環境省令で定める
基準に該当すると認めるときは、環境省令で定めるところにより、当該土地の土壌の特定有
害物質による汚染の状況について、当該土地の所有者等に対し、法第3条第一項の環境大臣
が指定する者（以下「指定調査機関」という。）に同項の環境省令で定める方法により調査
させて、その結果を報告すべきことを命ずることができる。

届出 の 基準 一定規模以上の土地の形質の変更時には、土壌汚染対策法に基づく届出が必要となります。た
だし、掘削がなく盛土のみの場合は，当該土地から汚染が拡大することはないため届出の必要は
ありません。
１ 一定規模とは
（１） 3,000m2以上の土地の形質の変更
（２） 現に有害物質使用特定施設が設置されている事業場等における900m2以上の土地の形

質の変更
また、法第3条ただし書の確認を受けた土地における900m2以上の土地の形質の変更を行う場

合は、あらかじめ法第3条第7項の届出が必要となります。

２ 届出の対象となる土地の形質の変更とは
土地の形状を変更する行為全般をいい、掘削と盛土の別を問いません。
なお、土地の面積は、掘削と盛土を合計した形質の変更部分の面積です。
トンネルの開削の場合には、地上に開口した部分を平面図に投影した面積です。

３ 届出の対象とならない行為とは
（１） 次の全てに該当する場合

① 土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の区域外へ搬出しない。
② 土地の形質の変更に伴い土壌の飛散又は流出が生じない。
③ 土地の形質の変更に係る部分の深さ（掘削深度）が、全て50センチメートル未満。

（２） 農業を営むために通常行われる行為であって、土壌の搬出を行わない場合

○農業を営むために通常行われる行為： 農地等において、農業者によって日常的に
反復継続して行われる行為（耕起、収穫等）のことです。
ただし、土地改良法に基づく土地改良事業のように通常の土木工事と同視出来

るものは、届出の対象となります。

（３） 林業の用に供する作業路網の整備であって、土地の区域外への土壌の搬出を行わない
場合。ただし、一般の、道路、林道、農道等の整備は届出の対象となります。

（４） 鉱山関係の土地において行われる土地の形質の変更の場合
（５） 非常災害のために必要な応急措置として行われる場合

届 出 の 手 続 １ 届出義務者
き等 土地の形質の変更をしようとする者です。

○土地の形質の変更をしようとする者：その施工に関する計画の内容を決定する者で，
① 土地の所有者等とその土地を借りて開発行為等を行う開発業者の関係では、
「開発業者」。

② 工事の請負の発注者と受注者の関係では、一般的には「発注者」。

２ 添付書類
（１） 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした図面

※土地の形質の変更が行われる範囲を掘削部分と盛土部分に区別して表示すること。
（２） 形質変更の実施についての土地所有者等の同意書
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※届出者が形質の変更をしようとする土地の所有者でない場合に必要
（３） 形質変更に係る土地の登記事項証明書及び公図の写し
（４） 形質変更に係る土地に係る自己申告書（指定様式）
（５） 土地の地歴調査、土壌汚染状況調査を実施している場合はその結果（任意提出）

３ 提出部数
１部

４ 提出期限
土地の形質の変更に着手する日の３０日前

○土地の形質の変更に着手する日： 土地の形質の変更に実際に着手する日をいい、
契約事務や設計等の準備行為は含みません。

５ 提出先
徳島県県民環境部環境管理課（徳島市万代町１丁目１番地）
※徳島市の場合は、徳島市環境保全課（徳島市幸町２丁目５）

６ 注意事項
調査命令を受けた土地の所有者等は、環境大臣の指定を受けた指定調査機関に依頼し、

土壌汚染状況調査を実施する必要があります。この結果を県、又は徳島市に報告するまでは、
土地の形質の変更は行わないでください。

照 会 先 県民環境部環境管理課 （０８８－６２１－２２９４）
※徳島市内は、徳島市環境保全課（０８８－６２１－５２１３）


